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近年、超長期住宅実現への取り組みが積極的になされており、材料の耐久性や維持管理、

更新の工夫など、さまざまな視点からの取組がなされている。木造住宅においても、木材

の腐朽や蟻害に関する研究などが数多くなされている。 

近年の木造住宅では、面材耐力壁の釘やビス、柱頭柱脚金物など、構造耐力要素として

の金属接合具の使用が多くなってきている。すなわち、金属接合具の構造特性が建物の構

造特性に及ぼす影響が相対的に高くなっていると考えられる。このような構造においては、

木材と金属接合具の複合作用によって性能を発揮するものであるが、これまでの研究にお

いては、金属接合具の耐久性、特に面材耐力壁の釘が劣化した場合の構造耐力に関する詳

細かつ体系的な研究は殆ど例がない。 

木材の腐朽や蟻害などの生物劣化は、その生物の生育環境が整えば促進する。逆にいえ

ば、生育環境を阻害すれば劣化は進行しない。一方、金属接合具の劣化は電気化学的反応

であり、木材がある程度の腐食電流を許容する限りは進行を続けると考えられる。木材は

含水率が上昇すると導電率が上昇し、腐食電流も流れやすくなる。さらに、木材中のヘミ

セルロースのアセチル基は温湿度によって加水分解を受け、酢酸となって遊離する。酸性

環境中では鉄の腐食速度は上昇する。 

 

本研究では、木造軸組構法における面材耐力壁を対象とし、耐震性能が超長期にわたっ

て維持できるのか、すなわち、 

・ 釘が劣化してゆくと、面材耐力壁の性能はどのように変化するのか 

・ 面材耐力壁の釘はどの程度の期間で劣化するのか 

を明らかにすることを目的とした。本論文は次の６章で構成した。 



第１章 はじめに 

研究の背景、木質構造における耐久性に関する既往の研究をまとめるとともに、本研究

の構成を概説した。本研究は「木造住宅の躯体内環境と釘の劣化予測」・「面材釘接合部の

劣化時せん断性能」・「面材耐力壁における釘接合部劣化時の構造性能」・「釘接合部の劣化

による面材耐力壁の許容耐力変化の予測」から構成されることを示し、それぞれの研究の

目的を整理した。 

 

第２章 木造住宅の躯体内環境と釘の劣化予測 

建物躯体内の温湿度計測を行い、面材耐力壁にお

ける釘の劣化予測を行うための基礎データを得た。

湿度は7月にピークを示し、最も高い南面で約70%RH

であった。 

次に、各種表面処理を施した釘を木材に打ち込ん

だ試験体を、高温高湿暴露して釘を促進劣化させた。

温湿度をパラメータとして実験を行い、結果をアイ

リングモデルに適用することにより、建物躯体内に

おける木材に打たれた釘の劣化予測を行った（図１）。 

本研究では木材内の釘の発錆を対象とする。湿度

と木材の平衡含水率 EMC は相関が高いが、木材内の

釘への影響は EMC の方が高いと考え、温度以外のス

トレス因子として EMC を用いることとした。本研究

では木材内の釘の劣化を対象としているため、予測

に際してのパラメータは温度と木材含水率とした。 

 その結果、例えば南面壁体内中央部付近において、

表面処理を施さない鉄釘では、290 年程度で重量残

存率が約 82%に達すると算出された。 

 

第３章 面材釘接合部の劣化時せん断性能 

 面材釘接合部を想定した試験体を高温高湿暴露することによって釘を促進劣化させ、静

的単調せん断実験、静的正負繰返しせん断実験、動的正負繰返しせん断実験を行った。 

その結果、発錆が進行すると最大荷重が一旦上昇し、さらに発錆が進行すると最大荷重

が低下していくこと（図 2）、発錆が進行すると靭性的である引き抜けから脆性的であるパ

ンチングアウトへと破壊形態が変化していくことが明らかとなった。また、発錆が進行す

ると釘の繰返し疲労が無視できなくなり、繰返し加力実験においては、単調加力実験に比

べ、破断する比率が高くなることが明らかとなった。 
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図 1 アイリングモデルを用いた釘

の劣化予測概要 



 次に、得られた荷重変形曲線を完全弾塑性モ

デル化し、耐力壁の評価方法に準じて、Py、 

Pu・0.2/Ds、2/3Pmax を算出した（図 3）。変形

角 1/120rad.時の荷重については、面材が剛体か

つ間柱に完全固定されていると仮定した時の変

位（455mm/120=約 3.8mm）時の荷重（P3.8 と

呼ぶ）として対応させた（Py、Pu・0.2/Ds、

2/3Pmax、P3.8を各性能値と呼ぶ）。 

その結果、Pu・0.2/Ds は劣化初期から減少傾

向を示すが、Py、2/3Pmax、P3.8 は劣化の進行

に伴い、一旦上昇傾向を示した後、減少してい

くことが明らかになった。また、静的繰返し加

力実験結果から得られた各性能値は、静的単調

加力実験結果から得られた各性能値に比べ、や

や低い値で推移した。一方、動的繰返し加力実

験結果から得られた各性能値は、静的単調加力

実験結果から得られた各性能値に比べ、ほぼ同

じか高い値を示した。これらは、繰返し加力の

影響によって靭性が低くなる一方、動的効果で

荷重が上昇したことによると思われる。 

 さらに、発錆の影響を考慮した、簡易な釘の

荷重変形関係予測手法を提案した。 

釘の発錆によって合板耐力壁の釘接合部のせ

ん断荷重変形特性が変化するメカニズムは、以

下のように考えられる。 

1)発錆によって釘の胴径が減少し、合板面内方向

および主材軸方向の反力、釘の曲げ耐力が小さ

くなる 

2)発錆によって摩擦力＝引抜抵抗力が増加する

一方、パンチングアウトしやすくなる 

3)発錆によって釘の頭径が減少し、パンチングア

ウトしやすくなる 

これらを考慮して発錆の影響による荷重変形

関係の変化を簡易的に予測するため、杭の水平

抵抗算定式における一様地盤中の弾性支承梁の

解の適用を試みた。釘接合部の変形状態に応じ 
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図 2 釘接合部の静的単調せん断実験結果 
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図 3 各性能値の変化 



た杭頭条件を順次適用することとし、それぞれの条件変化時において、発錆による摩擦力

の変化、胴径の減少、頭径の減少をパラメータとした判定を行うことにより、概ね予測可

能であることを示した。 

 

第４章 面材耐力壁における釘接合部劣化時の構造性能 

 面材耐力壁試験体を高温高湿暴露することによって釘を劣化させ、常時微動測定、人力

加振による微動測定、静的正負繰返し面内せん断試験を行った。微動測定は錘を載せて計

測し、剛性を算出した。 

その結果、釘が劣化しても微動剛性はあまり変化しないことが明らかとなった。また、

荷重変形関係は釘接合部の性能と同様、発錆が進行すると最大荷重が上昇すること、破壊

形態が靭性的である釘の引き抜けから脆性的であるパンチングアウトへと変化することが

明らかとなった。 

 さらに、既往の研究による提案式を用い、釘接合部の荷重変形関係からから面材耐力壁

の荷重変形関係を予測した。予測値と実験値は良好な一致を示し、釘劣化時にも適用可能

であることを示した。 

 

第５章 釘接合部の劣化による許容耐力変化の予測 

 第２章の結果と第３、４章の結果から、許容耐力指標の経年変化を示し、耐力壁の許容

耐力の劣化の低減率に関する考え方を提案した。 

 

第６章 まとめ 

各章の結論をまとめ、今後の課題を示した。 

 

このように、木造軸組構法における面材耐力壁を対象とし、釘の劣化予測を行い、釘接

合部の静的単調せん断実験、静的正負繰返しせん断実験、動的正負繰返しせん断実験およ

び壁の面内せん断実験を通して、釘が劣化したときの耐力壁の性能を明らかにした。しか

しながら、実環境における釘の劣化状況やさらに釘の劣化が進行した時の耐力壁の性能確

認など、基礎データは未だ十分とは言えない。今後さらにデータを蓄積することにより、

より予測精度を向上させることができると思われる。 

 


